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2025年夏季ボーナス予測 
今年の夏季ボーナスは 4年連続の増加 
 

 

○ 2025年夏の民間企業の一人当たりボーナスは4年連続の増加となる前年比＋2.4％と予測 

○ 人手不足の深刻化や過去最高水準の企業の経常利益が押し上げ要因となるも、トランプ関税によ

る不確実性の高まりが下押し要因になると予想 

○ 民間・公務員合わせたボーナス支給総額は前年比＋3.0％と、昨夏（同＋4.6％）から鈍化し、消

費の下支え効果は限定的になる見通し。実質賃金の改善に伴って、個人消費も穏やかな回復が期

待されるも、トランプ関税が先行きの下押し材料に 

 

１．民間の夏のボーナスは 4年連続の増加を予想 

みずほリサーチ＆テクノロジーズでは、2025年夏の民間企業の一人当たりボーナス支給額（支給事

業所における一人当たり平均）を前年比＋2.4％と予測する（図表１）。夏としては4年連続のプラス

となり、昨夏の伸び（2.3％）から概ね横ばいとなる見通しだ。 

（１）昨冬のボーナスは前年比プラスという結果に 

はじめに、2024年冬のボーナスの結果を確認しよう。昨年末のボーナスは、支給事業所における一

人当たり平均で前年比＋2.5％という結果となった。業種別にみると、電気・ガス業（同＋13.5％）

や飲食サービス業（同＋12.1％）などが増加した一方、情報通信業（同▲2.2％）、運輸・郵便業

図表 1 民間企業の一人当たりボーナス支給額 

 
（出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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（同▲2.1％）が全体を下押しした。なお、この「支給事業所における一人当たり平均賞与額」は、

ボーナス支給のない事業所の労働者を対象に含んでいない。ボーナス支給の無い事業所の労働者も考

慮した「全事業所における一人当たり平均賞与額」は、前年比＋7.0％と支給事業所（同＋2.5％）よ

りもプラス幅が大きい結果になった（図表１）。冬のボーナスを支給した事業所に雇用される労働者

の割合が87.3％（前年差＋5.4％）と大幅に上昇したことが影響している（図表2）。人手不足が深刻

化する中、ボーナスを新たに支給することで労働者をつなぎとめようとする企業が増えていることが

示唆される。日本全体で見た所得環境という点では、全事業所ベースの値を用いる方が実勢に近いで

あろう。 

（２）今夏のボーナスは前年比プラスを予想 

冒頭で述べたとおり、2025年夏の民間企業の一人当たりボーナス支給額（支給事業所における一人

当たり平均）は前年比＋2.4％となる見込みだ。 

こうしたボーナス増額の背景には好調な企業収益と、深刻な人手不足がある。2024年10～12月期の

経常利益は、前年比＋13.5％と大きな伸びとなり、過去最高水準となった。特に製造業では、前年比

＋26.7％と大幅な伸びとなっている。円安進行を背景とする営業外収益の増加に加え、限界利益率の

改善や売上高増によって増益が後押しされた模様だ。 

人手不足の深刻化も夏季賞与を押し上げる要因となるだろう。日銀短観の雇用人員判断DI（全規

模・全産業）は、2025年3月調査で▲37％Ptと歴史的な低水準となっており、企業の人手不足感が非

常に強いことが示唆される（図表３）。実際、2025年の春闘は高水準だった2024年をさらに上回る水

準となっており、第3回回答集計では、全体で5.42％、中小で5.0％と24年（全体：5.24％、中小：

4.69％）をともに超える結果となっている。2024年の第3回回答集計と最終回答集計の修正幅を適用

すると、全体で5.28％、中小で4.76％といずれも2024年の最終回答集計を超えることが期待され、企

業が人材確保のために賃金を上昇させる機運が昨年以上に高まっていることが確認できる。夏季賞与

についてもこういった機運が押し上げ要因になると考えられる。 

一方で、トランプ米大統領が導入する関税政策が下押し要因となることが考えられる。トランプ関

図表2 ボーナス支給事業所に雇用される労働者の

割合 

図表3  雇用人員判断DI 

 
 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」より、みずほリサ

ーチ＆テクノロジーズ作成 

（出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」より、みず

ほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

▲ 4

▲ 3

▲ 2

▲ 1

0

1

2

3

4

5

6

夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏冬夏

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

（前年差、％Pt）
見通し

（年）

▲40

▲30

▲20

▲10

0

10

20

30

03 05 07 09 11 13 15 17 19 21 23

（DI、「過剰」ー「不足」、％Pt）

（年）

人手余剰

人手不足



3 

 

税の全貌が明らかになる前の時点での調査ではあるが、景気ウォッチャー調査(2025年3月)では、

「米国の関税政策がどの程度影響するか分からないため、グローバルでの見通しは不透明である。

（電気機械器具製造業）」「米国の関税政策が不透明なこともあり、景気の上昇はあまり期待できな

い。（乗用車販売店）」（コメントは一部抜粋）といったコメントが実際に見られた。トランプ関税

によって、先行き不透明性が高まれば、ボーナスの増額に慎重になる企業が出てくることが予想され

る。 

民間企業のボーナス支給総額（ボーナス支給労働者数×一人当たりボーナス1）については、前年

比＋2.5％と増加すると予想する。前述のとおり、人手不足を背景に人材つなぎ止めの観点から、ボ

ーナスを支給する事業所の割合が上昇しており、足元でも人手不足は続いている。引き続き多くの企

業が積極的にボーナスを支給する見込みだ。ただし、トランプ関税を背景に先行き不透明感が高まっ

ていることを考えれば、すでに歴史的な高水準に達しているボーナスの支給事業所割合がさらに上昇

するとは考えにくい。ボーナスが支給される雇用者の割合は前年並みの高水準を維持する見通しだ

（図表2）。 

公務員（国＋地方）の一人当たりボーナス支給額は、前年比＋6.5％と大幅に増加するだろう2。

2024年度の人事院勧告において、国家公務員の月例給が増額されたほか、ボーナス支給月数が＋0.1

カ月（4.5カ月→4.6カ月）引き上げられた。地方公務員についても、国家公務員に準じて給与を決定

する自治体が多いため、増加となるだろう。 

2．夏のボーナスは総額ベースでみれば前年比＋3％程度 

民間企業・公務員を合わせた夏季ボーナスの支給総額は、前年比＋3.0％になる見通しだ（図表4）。 

24年の夏季ボーナス（前年比＋4.6％）と比べると、消費の下支え効果は限定的となるだろう。先行

きの消費者物価については、食料品価格の上昇や高水準の賃上げに伴う価格転嫁の進展が押し上げ要

因となる一方で、輸入物価上昇率の鈍化や高校授業料の無償化が下押し要因となり穏やかに低下する

見通しだ。それを受けて、2025年7～9月期にはボーナスによる下支え効果は限定的なものの、実質賃

金は前年比プラスに転化することが見込まれ、個人消費も徐々に回復すると予想する。 

しかしながら、トランプ関税による打撃の大きい製造業や労働組合が無い中小企業を中心に、本稿

の想定よりも今夏のボーナスが下押しされる可能性がある点には留意が必要である。さらには、今後

トランプ関税が、先行きの不透明感の高まりや企業収益の下押しを通して、2025年冬のボーナスに悪

影響を与える可能性もあるだろう。人手不足に対応するため賃上げ（ベースアップ）には応じる一方

で業績悪化を背景にボーナスで調整する企業の動きが広がることで、先行きの個人消費の回復が阻害

されてしまう点が懸念される。引き続き、トランプ政権の政策運営や日米交渉の動向に注目していき

たい。 
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 1 毎月勤労統計調査で集計される「支給事業所における労働者一人平均賞与額」は、賞与を支給した事業所の全常用労働者（当 

該事業所で賞与の支給を受けていない労働者を含む）における一人当たり平均賞与支給額と定義されている。したがって、ボー 

ナス支給労働者数は「常用労働者数×支給事業所に雇用される労働者（当該事業所で賞与の支給を受けていない労働者も含む） 

の割合」で算出される。 
2 公務員（国＋地方）の一人当たりボーナス実績はみずほリサーチ＆テクノロジーズによる推計値。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4 夏季ボーナスの見通し 

   

 
（注）1. 民間企業は事業所規模 5 人以上が対象 

2. 1 人当たり支給額とは、賞与支給事業所における労働者 1 人当たり平均賞与支給額。 

3. 公務員（林野事業など現業を除く）は、ボーナス支給時期の後ずれがないベース。実績はみずほリサーチ＆テクノロジーズによる

推計値。 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」、人事院「人事院勧告」などより、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

民間企業 公務員 民間企業 公務員 合計

2021 ▲ 0.8 ▲ 1.3 0.3 ▲ 1.2 0.1

2022 2.4 ▲ 10.5 2.9 ▲ 10.4 1.3

2023 2.0 9.8 3.3 9.6 4.0

2024 2.3 3.3 4.8 3.2 4.6

2025 2.4 6.5 2.5 6.5 3.0

前年比（％）

年 一人当たり支給額 支給総額
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